



















































ある。1993 年には，「研修」を終えた外国人の 2 年目以降の受け皿として，技能実習制度が導入さ





おり，定住外国人施策の主たる対象である。政府は，2009 年 1 月に定住外国人施策推進室（同年 3
月に発足する日系定住外国人施策推進会議の前身）を内閣府に設け，関係する基本方針（2010 年 8










（３）　ブラジル国籍に限ってみると，2008 年末にその数は 312,582 人を数えたが，2016 年 6 月末には 176,284 人と半
減している。上記の数値は，法務省「在留外国人統計（旧登録外国人統計）統計表」より。なお同国籍の 2015 年
における新規入国者数は，「日本人の配偶者等」と「定住者」に限ると，合計で 7 千人台であった。




















在，併せても 1 万人に及ばない（８）。すなわち，日本の全人口の 2％に満たない在留外国人の，さら






（６）　明石純一（2010）『入国管理政策―「1990 年体制」の成立と展開』ナカニシヤ出版，第 4 章。




（８）　2016 年 6 月末の数字では，在留資格「特定活動」における EPA 対象者（本人）の数が 2,627 名，同じく「高




「日本における外国人の移住過程がその出生率に及ぼす影響について」『社会学評論』第 64 巻 1 号，109-127 頁。
（１０）　本稿では取り上げていないが，安倍政権に至るまでの傾向として，外国人に対する管理の強化を指摘できる。
安倍政権が成立した 2012 年は，2009 年の入管法改正の大部分が施行された年であり，この改正により，「新しい
在留管理制度」が 2012 年 7 月に施行されている。この点については，明石純一（2012）「日本の『移民政策』の変

















　前述のうち，女性の社会進出の後押しが期待される家事支援人材は，2015 年 12 月に神奈川県で
受入れが始まっている。ほぼ同時期に，創業人材の受入れについても，東京都と福岡市で着手され
ている。この創業人材は，2 名以上の常勤従業員の雇用や 500 万円以上の出資等を取得の要件とす





の通り，「高度人材ポイント制」は 2012 年 5 月に導入済みであった。2014 年には入管法が改正さ
（１１）　本稿ではその詳細を扱わないが，第一節で言及した定住外国人施策について，政権交代の影響，すなわち安
倍政権ならではの性質は検証できない。2006 年末に打ち出された「『生活者としての外国人』に関する総合的対策」
（注 4 を参照）の関係予算としては，2007 年に 8 億円が計上され，翌年は同水準であったが，不況が深刻化する
2009 年には 38.5 億円に増額された。その翌年は 21.7 億円に減り，以降は 17 ～ 18 億円の予算規模で現在まで推移
している。内閣官房「外国人労働者問題関係省庁連絡会議」資料より。（http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/




価」『RIETI Discussion Paper Series』11-L-048。
（１３）　国家戦略特別区域諮問会議（2016 年 3 月）の「国家戦略特区における追加の規制改革事項等について」では，
「農業の担い手となる外国人材の就労解禁」という政策項目が記されている。「可能な限り早期に結論を得る」との












議事進行等の確認のために開かれた初回会合（2016 年 9 月）の次には，「高度人材」の受入れを





ンピック開催国に東京が選ばれたという事情も多分にあろう。東京開催が決まった 2013 年 9 月か





















入れ問題」『調査と情報―ISSUE BRIEF』第 913 号。
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介護サービスの一部を担える存在である（１８）。また 2015 年 3 月，政府は，入管法の改正案を国会に




























どの保険給付の対象にはならない。国家戦略特別区域法第 16 条の 3 に規定する「国家戦略特別区域家事支援外国
人受入事業」に係る解釈（平成 27 年 11 月 12 日）より。（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/kokusentoc/pdf/
tsuuti_Japanese.pdf）最終アクセス日（2016 年 10 月 15 日）。
（１９）　枚挙に暇がないが，2014 年 6 月閣議決定の「日本再興戦略改訂」では，「移民政策と誤解されないように配慮
し」，同年同日同じく閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針」では，「外国人材の活用は，移民政策では
































（２０）　2015 年 9 月策定の「第 5 次出入国管理基本計画」には，基本方針のひとつとして，「受け入れた外国人との共
生社会の実現に貢献していく」とある。注 6 も参照。
（２１）　明石純一（2014）「国際人口移動に対する政策的管理の実効性と限界」『人口問題研究』70（3），275-291 頁。
過去の経緯をみても，日本の外国人政策は，海外から日本への人の移動や移住について，政府の意図に沿って制御
してきたわけではない。日本の外国人政策には管理の強化の傾向が認められるが（注 10 を参照），これは外国籍住
民の滞在場所や活動に関する情報の捕捉機能が強められてきた過程に過ぎず，日本に入国，滞在，就労する外国人
の数やその属性を意図通り規制できることを意味しない。
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　さらにいえば，上に述べた外国人政策の妥当性や有効性を問う以前に，当該政策の方向性と内容
が十分な政治的支持と社会的合意を取り付けられるか，という挑戦がある。外国人労働者や移民の
受入れは，政局への不安定要因を，別言すれば政治的なリスクを内在する，現代の代表的な政策課
題のひとつであることについて異論は少ないであろう。長期政権化に成功している自民党現安倍政
権にとってさえも，容易に扱える課題ではなく，デリケートな舵取りが求められる。労働力の受入
れの拡大を図りつつも「移民政策とは誤解されないように」という決まり文句を繰り返し発してい
る念入りさに，その困難の一端が現れている。そしてポスト安倍政権の日本の為政者もまた，この
先長年に渡って，上の挑戦を不可避的に引き継ぐことになるのである。
 （あかし・じゅんいち　筑波大学大学院人文社会科学研究科准教授）　
